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官民連携手法による
公的資産マネジメント
（1）公的不動産の現状と課題

　

指
定
管
理
者
制
度
が
平
成
15
年
に

誕
生
し
て
か
ら
４
年
以
上
が
経
過
し

た
。
こ
の
間
、
地
方
自
治
体
の
財
政

状
況
は
一
段
と
厳
し
さ
を
増
し
、
公

共
施
設
の
管
理
に
は
、
現
場
の
多
大

な
努
力
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
層
の

効
率
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
財
政
状
況
の
改
善
に
と

っ
て
、
施
設
管
理
の
効
率
化
は
果
た

し
て
ど
こ
ま
で
効
果
的
と
言
え
る
だ

ろ
う
か
。
単
年
度
の
管
理
運
営
経
費

（
＝
フ
ロ
ー
）
の
削
減
も
重
要
で
あ

る
が
、
土
地
・
建
物
を
含
め
た
資
産

の
保
有
量
（
＝
ス
ト
ッ
ク
）
の
抜
本

的
な
見
直
し
を
図
る
方
が
先
決
で
は

な
い
だ
ろ
う
か
。
ま
た
、
当
局
は
、

そ
の
た
め
の
合
理
的
な
意
思
決
定
や

政
治
判
断
を
ど
こ
ま
で
で
き
て
い
る

だ
ろ
う
か
。

　

こ
う
し
た
問
題
意
識
に
基
づ
き
、

本
連
載
で
は
、
公
的
不
動
産
の
現
状

と
課
題
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
手
法
及
び

事
例
の
解
説
な
ど
を
、
合
計
12
回
に

わ
た
り
行
っ
て
い
く
。

１　

公
的
不
動
産
の
規
模

　

「
企
業
不
動
産
の
合
理
的
な
所

有
・
利
用
に
関
す
る
研
究
会
（
Ｃ

Ｒ
Ｅ
研
究
会
）
報
告
書
」
に
よ
れ

ば
、
企
業
が
所
有
す
る
土
地
・
不

動
産
は
、
平
成
15
年
１
月
１
日
現
在

で
、
金
額
規
模
（
時
価
ベ
ー
ス
）
で

約
４
９
０
兆
円
、
面
積
規
模
で
約

５
万
４
千
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
と
な

っ
て
い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
公
的
不
動
産
は
、

「
平
成
19
年
版
土
地
白
書
」
に
よ
れ

ば
、
面
積
規
模
は
平
成
17
年
度
末
の

国
有
地
が
約
８
７
７
万
ヘ
ク
タ
ー
ル

で
あ
り
、
公
有
地
が
約
３
０
６
万
ヘ

ク
タ
ー
ル
で
あ
る
。
資
産
規
模
は
、

内
閣
府
の
「
国
民
経
済
計
算
」
に

よ
れ
ば
、
一
般
政
府
部
門
が
保
有
す

る
土
地
の
総
額
は
平
成
17
年
末
で
約

１
３
１
兆
円
と
推
計
さ
れ
て
い
る
。

２　

公
的
不
動
産
の
種
類

　

公
的
不
動
産
と
言
っ
て
も
、
そ

れ
が
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
不
動
産

を
指
す
の
か
は
捉
え
方
が
様
々
で
あ

り
、
一
言
で
表
す
の
は
難
し
い
。
公

的
不
動
産
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
と
り

ま
く
状
況
を
考
え
る
に
あ
た
り
、
公

的
不
動
産
に
ど
の
よ
う
な
種
類
が
あ

る
の
か
を
整
理
し
て
お
く
必
要
が
あ

る
。

❶
用
途
に
応
じ
た
分
類

　

公
的
不
動
産
の
用
途
は
基
本
的

に
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
区
分
に
応
じ

て
分
類
さ
れ
る
。
道
路
や
河
川
の
よ

う
に
公
共
イ
ン
フ
ラ
の
性
格
が
き
わ

め
て
高
い
施
設
も
あ
れ
ば
、
住
宅
や

病
院
の
よ
う
に
民
間
が
サ
ー
ビ
ス
供

給
を
代
替
し
う
る
施
設
も
あ
る
。

　

ま
た
、
市
役
所
や
職
員
宿
舎
の
よ

う
に
、
主
に
行
政
職
員
の
事
務
や

居
住
等
の
用
に
供
さ
れ
る
施
設
も
あ

る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
用
途
や
性
格
に
応

じ
て
、
資
産
保
有
の
必
然
性
や
効
用

の
度
合
い
が
異
な
っ
て
く
る
。

❷
所
有
者
に
応
じ
た
分
類

　

公
的
不
動
産
の
場
合
、
所
有
者
の

分
類
ご
と
に
設
置
根
拠
と
な
る
法
令

（
各
府
省
の
設
置
法
、
独
立
行
政
法

人
法
、
地
方
自
治
法
、
地
方
公
営
企

	 国有地及び公有地の状況（面積）	 単位：万ha

行政財産 普通財産 基金 計

国有地 866.4 10.6 - 877.1

公有地 87.0 215.0 4.0 306.0

都道府県分 35.0 68.0 1.0 104.0

市町村分 52.0 147.0 3.0 202.0

資料：財務省「国有財産増減及び現在額総計算書」、総務省「公共施設状況調」
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動
産
と
同
様
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の

ス
リ
ム
化
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
そ
の

一
方
で
、
法
人
設
立
に
あ
た
っ
て
設

立
主
体
か
ら
譲
り
受
け
た
不
動
産
を

（
例
え
ば
オ
フ
バ
ラ
ン
ス
化
の
た
め

に
）
処
分
し
よ
う
と
す
る
と
、
当
該

不
動
産
が
「
不
要
に
な
っ
た
」
と
み

な
さ
れ
、
設
立
主
体
へ
の
返
還
を
求

め
ら
れ
る
こ
と
も
あ
り
う
る
。

　

公
的
不
動
産
と
い
う
と
、
公
共
サ

ー
ビ
ス
の
非
効
率
性
に
対
す
る
批
判

的
な
議
論
か
ら
、
つ
い
「
ハ
コ
モ

ノ
＝
無
駄
な
も
の
」
と
ひ
と
ま
と
め

に
括
ら
れ
が
ち
で
あ
る
が
、
ど
の
よ

う
な
団
体
が
ど
の
よ
う
な
形
態
で
所

有
（
ま
た
は
賃
借
）
し
、
ど
の
よ
う

な
目
的
に
利
用
し
て
い
る
か
を
的
確

に
把
握
し
、
そ
の
種
類
に
応
じ
た
検

討
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

３　

�

公
的
不
動
産
が
抱
え
る�

課
題

　

公
的
不
動
産
の
種
類
は
用
途
や
所

有
者
に
よ
っ
て
様
々
で
あ
る
が
、
全

般
的
に
共
通
す
る
課
題
を
列
挙
す
る

と
、
主
に
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

❶�

厳
し
い
財
政
事
情
と
維
持
管
理
コ

ス
ト
の
増
大

　

国
及
び
地
方
自
治
体
の
財
政
状
況

は
近
年
ま
す
ま
す
悪
化
し
て
お
り
、

歳
出
削
減
を
通
じ
た
財
政
運
営
の
効

率
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

そ
の
一
方
で
、
戦
後
の
経
済
成
長

に
あ
わ
せ
て
取
得
・
整
備
を
進
め
て

き
た
公
共
施
設
の
多
く
が
老
朽
化
し

て
お
り
、
維
持
管
理
や
改
修
に
係
る

コ
ス
ト
の
増
大
が
、
厳
し
い
財
政
事

情
を
さ
ら
に
悪
化
さ
せ
る
要
因
と
な

っ
て
い
る
。

❷�

社
会
情
勢
の
変
化
等
に
よ
る
稼
働

率
の
低
下

　

21
世
紀
に
入
っ
て
我
が
国
で
は
人

口
減
少
と
少
子
高
齢
化
が
進
み
、
特

に
地
方
に
お
い
て
顕
著
な
傾
向
が
見

ら
れ
る
。
こ
の
た
め
、
地
方
を
中
心

に
公
営
住
宅
や
教
育
文
化
施
設
な
ど

の
需
要
減
少
が
進
み
、
稼
働
率
の
低

下
が
今
後
大
き
な
問
題
と
な
る
可
能

性
が
あ
る
。
一
方
で
、
高
齢
者
福
祉

な
ど
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
需
要
増
加

へ
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て
い
く
か
が

課
題
で
あ
る
。

　

ま
た
、
今
後
は
市
町
村
合
併
の
進

展
に
伴
っ
て
公
共
施
設
の
統
廃
合
が

進
ん
で
い
く
こ
と
か
ら
、
廃
止
し
た

公
共
施
設
と
そ
の
敷
地
を
ど
の
よ
う

に
活
用
す
る
か
が
課
題
と
い
え
る
。

❸�

行
政
組
織
の
ス
リ
ム
化
に
伴
う
人

材
の
不
足

　

国
や
地
方
自
治
体
の
厳
し
い
財
政

事
情
を
背
景
に
行
政
組
織
の
ス
リ
ム

化
が
求
め
ら
れ
、
公
務
員
の
定
数
削

減
が
進
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、
公
共

施
設
の
管
理
運
営
に
十
分
な
人
員
を

割
り
当
て
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
て

い
る
。
加
え
て
、
い
わ
ゆ
る
「
団
塊

の
世
代
」
の
大
量
退
職
に
よ
り
、
こ

れ
ま
で
公
共
施
設
の
管
理
運
営
を
担

っ
て
き
た
ベ
テ
ラ
ン
職
員
の
不
足
が

懸
念
さ
れ
る
。

　

限
ら
れ
た
人
材
を
有
効
に
活
用
し

て
、
公
共
施
設
を
効
率
的
に
管
理
し

て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

業
法
な
ど
）
が
異
な
り
、
不
動
産
の

取
得
・
処
分
に
関
す
る
法
的
制
約
や

会
計
処
理
の
方
法
が
一
律
で
な
い
。

　

例
え
ば
、
中
央
官
庁
が
保
有
す
る

不
動
産
は
、
国
有
財
産
法
の
規
定
に

よ
り
行
政
財
産
と
普
通
財
産
と
に
区

分
さ
れ
、
行
政
財
産
は
一
部
の
例
外

を
除
き
原
則
と
し
て
「
貸
し
付
け
、

交
換
し
、
売
り
払
い
、
譲
与
し
、
信

託
し
、若
し
く
は
出
資
の
目
的
と
し
、

又
は
私
権
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
」（
第
18
条
第
１
項
）
と
さ
れ

て
い
る
。
地
方
公
共
団
体
が
保
有
す

る
不
動
産
も
、
地
方
自
治
法
に
同
様

の
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

　

行
政
財
産
と
し
て
の
用
途
を
廃
止

し
て
普
通
財
産
に
変
更
す
れ
ば
処
分

が
可
能
と
な
る
が
、
地
方
公
共
団
体

が
国
庫
補
助
を
受
け
て
整
備
し
た
施

設
で
あ
れ
ば
、「
補
助
金
等
に
係
る

予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法

律
」（「
適
化
法
」）
の
規
定
に
よ
り
、

用
途
変
更
や
処
分
の
際
に
補
助
金
を

返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
が

あ
る
（
第
22
条
、
施
行
令
第
13
条
・

第
14
条
）。

　

他
方
、
国
の
独
立
行
政
法
人
や
地

方
独
立
行
政
法
人
の
場
合
、
前
述
し

た
国
有
財
産
法
や
地
方
自
治
法
の
制

約
を
直
接
受
け
る
こ
と
は
な
い
が
、

減
損
会
計
な
ど
の
新
た
な
企
業
会
計

手
法
が
適
用
さ
れ
れ
ば
、
企
業
用
不

〈
筆
者
略
歴
〉
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専
門
分
野
は
、Ｐ
Ｆ
Ｉ
／
Ｐ
Ｐ
Ｐ
、

都
市
開
発
、
地
域
振
興
、
行
財
政

改
革
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に
関
す
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調
査
・
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
。

小松　啓吾
（こまつ　けいご）


